第3次日野市行財政改革大綱・集中改革プラン実施計画

進行管理・評価に関する報告書
平成20年（2008年）3月

日野市行財政改革推進懇談会

第3次日野市行財政改革大綱・集中改革プラン実施計画

進行管理・評価に関する報告書
Ⅰ．日野市行財政改革推進懇談会の設置経過等
日野市行財政改革推進懇談会（以下「行革懇談会」という。）は、社会経済構造の急激な変化の中、市政の適正かつ効率的な運営を図るために、第2次日野市行財政改革大綱（以下「第2次行革大綱」という。）の策定から1カ月を経た、平成11年9月に設置が決まった。
行革懇談会は、平成17年から平成22年を計画期間とする第3次日野市行財政改革大綱・集中改革プラン(以下、標題を除く文中では「第3次行革大綱」という。）でも設置され、公募市民3人を含む7人の委員で組織し、第3次行革大綱の推進に必要な事項、行政評価システムに関する事項、その他行財政改革の推進に関する事項について、率直な討議及び意見交換を行うこととなった。

この行革懇談会は、庁内組織である日野市行財政改革推進本部及び行政評価システムに係る市民評価委員会とともに、第3次行革大綱を推進するための重要なチェック機関として位置づけられており、必要に応じて討議等の結果を市長に報告することとしている。
Ⅱ．第3次行財政改革大綱・集中改革プラン
第3次行革大綱は、市の財政状況が一段と厳しくなると予想される中、改めて財源の有効活用を図るため、第2次行革大綱を受け継ぐかたちで、市民参画により策定された。市は、この第3次行革大綱の目標を「効率的な行政運営の推進や民間活力の活用などによる市民サービスの向上」と定め、当該対象となる期間を平成17年度から平成22年度までとした。

一方、総務省は、これと前後して「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（平成17年3月29日）を定め、地方公務員の定員管理や給与の適正化、行政の役割の重点化（民間委託の推進）を要請し、特に定員管理では、平成22年4月1日までに平成17年4月1日現在の職員数の4.6％以上の純減を図ることとする具体的な数値目標を示すところとなった。

日野市では、国の数値目標を上回る10％の職員純減率（純減数150人）を掲げて集中改革プランを定めることとした。第3次行革大綱は、標題にも示したとおり、この集中改革プランを包含した内容となっている。

Ⅲ．第3次行財政改革大綱・集中改革プラン実施計画
第3次行財政改革大綱・集中改革プラン実施計画（以下「第3次行革実施計画」という。）は、第3次行革大綱において取り組むべき施策の内容を具体的に示したものである。
この計画には、定員管理の適正化など全部で605の改革項目が掲げられ、具体的な年次計画とともに、職員の削減目標数や効果見込額等が示されている。
Ⅳ．現下の社会経済情勢に関する基本認識

平成19年度の市税収入は、いざなぎ景気を超える景気回復に加え、定率減税の廃止や三位一体の改革に基づく税源移譲等によって、これまでのピークであった平成9年度の300億円に近い額を示している。

しかし行革懇談会としては、以下に掲げる事由から、市政を取り巻く社会経済情勢には引き続き大変に厳しく、きわめて不確実なものがあるとの認識に基づいて、進行管理と評価を行うこととした。
・
昨年後半から、米国で低所得者向け住宅ローン(サブプライムローン）の大量デフォルト問題が発生し、これをきっかけに株・債権を中心とする金融市場が大きく混乱、行き場を失った投機資金が原油や鉄鉱石等の取引市場に流入し、資源価格の高騰を促すかたちとなった。これを契機に、世界経済は急速に後退の度合いを強めているが、この余波は早晩、直接的または間接的なかたちで必ず地方財政に波及してくるものと見られる。

・我が国の平成19年の合計特殊出生率(ＴＦＲ)は、昭和47年から昭和49年生まれのいわゆる「団塊ジュニア」世代が出産適齢期を迎えていることもあり、平成18年の1.32と同様、1.32から1.33になるものと予測されており、歴代最低となった平成17年の1.25から見れば、やや回復傾向を見せている。ただ、これをもって我が国の少子高齢化の流れが止まったと見ることは早計である。いずれ今後10年以内に、我が国の人口の4人に1人が高齢者となり、生産年齢人口2人で高齢人口1人と年少人口1人を支えていかなければならない時代が到来することは間違いない。
・平成19年度、ついに「団塊の世代」の定年退職が始まった。いわゆる「2007年問題」の到来である。若年層を中心とする人口の流入が続く都市部を除けば、所得税や住民税等の直接税は、今後数年のうちに急激に下降線をたどっていくものと予想される。幸いにも都市部に位置する日野市の場合は、今後しばらくの間は都市基盤整備に伴う若年層の人口流入が見込まれ、住民税や固定資産税・都市計画税を主とする税収（直接税収）も相応の推移が期待できそうであるが（もっとも若年人口の流入は、保育園や小・中学校、学童クラブといった子ども向けの施設や施策の拡充を必要とする別の側面もあることを忘れてはならない）、いずれにしても長期的に見れば、少子高齢化は、財政の支え手を減らす一方で、年金や医療、福祉といった社会保障関連のニーズを確実に増加させていく。人口の4人に1人が高齢者となる「2015年(平成27年)問題」は、若干の時間差がある分、より激しいかたちで都市部にも立ち現れてくることを認識しておく必要がある。
・我が国全体が、インフラの大量更新の時期を迎えているという問題もある。高度経済成長下の人口急増期に整備された各種施設が、ここにきて大規模修繕を含む更新期を迎えている。日野市の場合、小・中学校々舎の耐震化工事は計画的に完了させることができたが、屋内運動場や他の市内施設の改修は道半ばの状況にある。

・地方債の大量償還期を迎えていることも、全国の地方自治体が抱える大きな課題の一つである。日野市の場合、年2億9,000万円という病院債の償還（一般会計負担分）のほか、年30億円に及ぶ下水道債の償還が相応に重い負担となっている。

・国は、昨年「地方公共団体における財政の健全化に関する法律」（平成19年6月22日法律第94号。以下「自治体財政健全化法」という。）を制定し、自治体財政の健全性を計る尺度を、従来の普通会計から広域連携や事務組合、公営企業、公社、第三セクターまで含むものに切り替えた。また国は、これとは別に「公立病院改革ガイドライン」を定め、公立病院の経営健全化に向けたプランの作成も求めるところとなった。今後、これらを踏まえた行財政改革の取り組みが強く求められる。
・
国は10年後を目途に、全国47の都道府県を9から12程度の「道州」に再編するとともに平成第2弾の市町村合併を断行、第1弾の合併で1,800強にまで減少した基礎自治体の数をさらに700から1,000程度にまで削減する方向性を鮮明にしつつある。かかる中、各種の新法によって求められる様々な財政指標の好転が見込めない基礎自治体は、この合併の動きにうまく対応できなくなる可能性がある。
Ⅴ．総括及び提言
１. 保育園等改革計画について

我が国全体の少子高齢化の流れは確実であるが、日野市の場合は、多摩平団地の建替や区画整理、国道20号バイパスを始めとする主要幹線道路の開通、工場跡地での大規模マンション開発等が進められる中、若い子育て世代の転入が続き、増設・改修等によって保育園や学童クラブの定員増を行ってもなお待機児が減らず、逆に増える傾向にある。
このため日野市は、都の推計とは別の独自調査に基づく「新子ども人口推計」を実施、当面の子ども人口の正確な動態推計を行った結果、保育園等改革計画の中の「たまだいら保育園、たかはた保育園、とよだ保育園の民営化及び指定管理者制度の導入」という施策メニューについては、これを先送りせざるを得なくなったとのことである。行革懇談会としては、待機児解消を図るためのやむを得ない措置としてこれを了承するが、長期的なスパンで見れば、日野市といえども少子化の流れは押し止めようがない。公立保育園の民営化及び指定管理者制度への移行は、基本方針としてこれを堅持し、引き続き取り組みを進められたい。また懸案の幼保一元化については、市の方針どおり「保育所型〔注〕」を基本に推進されるよう、行革懇談会として要望したい。
学童クラブ(9施設)についても、放課後子どもプラン「ひのっち」との関係を整理するため、平成20年度の指定管理者導入を見送るとのことである。行革懇談会としては、学童クラブについては、指定管理者導入の取り組みの前に以下の点を検討されるよう、改めて提言したい。

①日野市は希望者全員入所の原則を掲げて学童クラブを運営してきたが、昨今の利用者増に施設が追いつかず、早晩、対応に限界が見えてくる可能性が高い。ここは視点を切り替え、「ひのっち」の学童クラブ化を図ることも有効な手法の一つではないか。
②利用者増の中、費用対効果の観点から、指定管理者制度の導入だけでなく学童クラブ運営職員の嘱託職員化という手法も視野に入れて、取り組まれてはどうか。
③公立の学童クラブは、今でも午後5時までの預りとなっている。育成時間の延長を図る必要があるのではないか。
さらに児童館は今後、基幹型児童館5館と地域型児童館5館に分け、基幹型児童館は「市の子育て行政の中心」としていく考えとのことであるが、着実にこれを進められたい。また「たまだいら児童館」と「みなみだいら児童館」に続く2つの地域型児童館（「みさわ児童館」と「しんめい児童館」）への指定管理者導入については、時期が少し後ろにずれ込むとの話であるが、導入に向けた条件整備を早急に図られたい。
なお、行革懇談会としては、日野市がこの間、標記の保育園等改革計画の中で進めてきた以下の事業を評価したい。

①子ども家庭支援センターが、おおくぼ保育園及びあさひがおか児童館と連携して実施している「子育て相談」事業
②子ども支援事業「そだちあい」の次の事業

・臨床心理士や言語聴覚士等の支援アドバイザーによる「気になる子」支援を主とする市立保育園12園、学童クラブ23施設に対する定期的な巡回・個別支援
・「気になる子」支援を主とする、保育士・児童厚生員に対するスキルアップ研修及び調整会議の開催

③公立及び私立の保育園で進めている、延長保育及び障害児・病後児保育の拡充事業

④待機児ゼロを目指し、民間主体で進めている認可・認証保育所の増設事業
いずれせよ、日野市は「子育てしやすいまち日本一」を標榜している自治体である。限られた財源の重点配分を図り、子育て支援施策を効果的に展開されるよう期待したい。
〔注〕

	幼稚園、保育所等のうち、就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能や地域における子育て支援を行う機能を備え、認定基準を満たす施設は、都知事から「認定こども園」の認定を受けることができる。
認定こども園は、地域の実情に応じて次のような4つのタイプに分けられる。

①幼保連携型 … 認可幼稚園と認可保育所が連携して一体的な運営を行う。

②幼稚園型 … 認可幼稚園が保育に欠ける子どものために保育時間を確保し、保育園的な機能を備える。

③保育所型 … 認可保育所が保育に欠ける子ども以外の子どもも受け入れ、幼稚園的な機能を備える。

④地方裁量型 … 幼稚園・保育所とも認可のない地域の教育・保育施設が、認定こども園として必要な機能を果たす。


２. 民間委託・指定管理者導入等計画について
高齢化とともに年金、医療、福祉等の社会保障費は年を追って増大し、社会の成熟化のもとで市民ニーズはますます複雑かつ多様化している。にもかかわらず、これらを支える財源は、少子化のもとで先細りが懸念されている。「公共のあり方」を再定義し、どのような種類のサービスをどの程度まで提供していくかの線引きを改めて行い「民間に委ねられるものは民間に委ねる」といった取り組みが求められており、日野市もこの間、業務の民間委託等を積極的に進めてきたところである。
日野市の「民間委託・指定管理者導入計画」に掲げられた施策メニューの取り組みを見ると、平成18年度は大成荘や日野山荘、市民会館など16施設について指定管理者制度を導入年額約1,800万円の経費節減が行われているほか、平成19年度は、前記1の項で掲げた「たまだいら児童館」「みなみだいら児童館」のほか、11の市民農園についても指定管理者制度を導入し、職員2人の削減等により年額約計2,400万円の経費節減が行われたとのことである。
学校給食の民間委託化は、平成17年度までに市内8つの中学校全校で完了し、小学校は平成18年度に日野二小、日野四小及び日野五小の3校で、また平成19年度は日野六小と仲田小の2校で民間委託化が行われ、さらに平成20年度は1年前倒しで夢が丘小の民間委託化が決定されている。この間の職員削減数は中学校が35人、小学校が27人となっており、平成20年度で年額約2億5,200万円の経費節減が達成される見込みである。ちなみに児童・生徒からは民間委託後、給食の内容が充実して味もよくなったとの評価を得ている。
なお、平成19年度はごみ焼却施設運転管理業務の民間委託も始められ、職員20人の削減とともに年額約5,200万円の経費節減が行われ、平成20年度は、市内76の全ての地区センターが指定管理者制度に移行するほか、懸案であった特別養護老人ホーム「浅川苑」及び「浅川苑サービスセンター」の民間移譲も決定されている。
行革懇談会としては、市のこの間の民間委託及び指定管理者導入による経費節減の取り組みを評価するものであるが、他方で、民間委託等によって生み出された職員（特に現業職）を他の必要な職場に適切に再配置するとともに、民間委託等による経費節減額が直接的な効果額として現れてくるような取り組みをお願いしたい。
いずれにせよ第3次行革実施計画に沿って、引き続き民間委託・指定管理者制度の導入を推進されたい。また、精密な仕様書の作成に努め、委託業務もしくは指定管理業務が適切かつ円滑に遂行されるとともに、業務の質の低下が生じないよう十分に管理されたい。
３. 病院経営の健全化について
市立病院の経営健全化は、日野市にとって早期解決を図らなければならない喫緊の課題であり、行革懇談会でも多くの時間を割いて議論を重ねてきた。
今や全国的となったかに見える公立病院の経営悪化問題であるが、行革懇談会としてはその根本原因が医師研修制度や看護師配置基準の見直し等を行った国の医療制度改革にあると考えている。しかし、だからと言って何も手を尽くさなくてよいということでは決してない。公立病院といえども、自助努力によって経営改善を図っていかなければならないのは当然のことである。

市立病院では、平成19年7月に慶応大学から着任した新院長のもとで、医師等の確保に向けた働き掛けのほか、看護師確保のための24時間保育の実施、さらには医療従事職全体の給与体系の見直し等を行い、病床利用率85％達成を目標とする経営改善の努力を傾けてきている。行革懇談会はこの点を評価するものであるが、他方、国は平成19年12月、公立病院の持続的かつ効率的な経営を図ることを目的とした指針「公立病院改革ガイドライン」を示してきた。全国の公立病院は平成20年度中に、このガイドラインに沿った改革プランを策定し、3年間で「経常収支比率」「職員給与費比率」「病床利用率」等の指標の改善を中心に経営効率化を図り、それが難しい場合は5年を目途に病院の再編・ネットワーク化や経営形態の見直しをすることとされている。
市立病院では、平成20年度に第4次健全化計画を前倒しして策定し、この中に公立病院改革ガイドラインの内容を組み込むとの話であるが、英知を結集し、実効性の高い健全化計画を立てていただきたい。特に計画の策定に当たっては、以下の取組項目をぜひ盛り込んでいただきたい。

①医師・看護師の確保（特に、内科・整形外科・外科等）

②病院全体の達成目標値の設定

③診療科別収益率の向上

④救急科の新設、及び救急・災害・高度医療の充実

⑤かかりつけ医制度の充実と紹介率のアップ(｢病診連携｣のしくみづくり)

⑥近隣市の大規模病院（特に慶応病院系列）との連携強化(｢病病連携｣のしくみづくり)
⑦病床利用率のアップ

⑧診療科目の見直し

平成20年2月1日号「広報ひの」の1面特集にもあったように、市立病院とかかりつけ医との間の「病診連携」や市立病院と近隣市の大規模病院（特に慶応病院系列）との間の「病病連携」の仕組みを作り、相互に棲み分けと協力を図る体制づくりも大切である。

「病診連携」の考え方を踏まえ、軽度の風邪や発熱などのときは、市立病院ではなく最寄りの診療機関を利用するよう市民の方々にも協力を求めていく必要がある。このような取り組みを行うことで市立病院の経営改善が図られ、その安定的な存続も可能になると確信している。市民に市立病院の現状を周知し、積極的に協力を求める働きかけを行っていっていただきたい。

なお、市立病院では、平成20年4月から医師の補充がなされるとの話であるが、その一方で、退職等による小児科医の不足も懸念されている。公立病院の責務を果たす意味においても、小児科医や産婦人科医の確保に努め、当該診療科目が引き続き設置できるよう、重ねての努力をお願いしたい。
行革懇談会としては、地域の中核的な病院として何よりも市民に信頼され、選ばれる病院となるよう切望してやまない。
４. 職員定数管理の適正化について
第3次行革実施計画では「スリムで効率的な職員体制の実現」を掲げている。もとより定員管理と人事給与の適正化は、地方自治法の本旨である「最小の経費で最大の効果を上げる」ために必須不可欠なものである。
定員管理の適正化では、平成22年4月1日までに150人の職員を純減することとしているが、平成19年4月1日現在、指定管理者制度への移行を含む業務の民間委託化や正規職員の嘱託職員化等によって目標数値を上回る95人の職員削減が行われている。行革懇談会としては、これに一定の評価を与えるものの、市財政の現状を踏まえ、今後も業務の民間委託化等を進め、職員定数の適正化に努められるよう要望したい。
ただ一方で、子育て施策や高齢者施策に係る市民ニーズが、年を追って高まりを見せている現実もある。この意味では、職員削減だけを追い求めればよいということにもならない。行革懇談会としては、新たな行政課題に対応するためにも任期付職員の採用を検討すべきであると考える。
人事給与の適正化では、人事院及び東京都人事委員会の勧告に基づいて適正な給与改定を行うとともに、職務職階に応じた給与体系の確立、係長職手当や特殊勤務手当の廃止を含む手当制度の抜本的な見直し等々に努められてこられた。給与水準の適正化で見れば、平成10年度に全国5位であったラスパイレス指数は今日100位以下になり、まさに隔世の感がある。
なお、行革懇談会として、分母にあたる予算規模によって人件費比率が上下する事情は理解するが、第3次行革実施計画が目標として掲げる比率20％の達成に向け、改めて継続的な取り組みをお願いしたい。
その他、分権化が進んで自治体間競争が現実のものとなる中、職員の能力や意欲を向上させ、組織全体のレベルアップを図る必要性が高まっている。提示された「人材育成基本方針」や「新入職員育成計画」、今後策定を予定している「人材育成基本計画」等に基づき、改革に向けた情熱と進取の気象に富んだ、自主・自律型の人材育成に努められるよう要望したい。
	


５. おわりに
市が、平成20年度に高齢者慶祝事業の抜本的な見直しを行い、生み出した財源を健康施策の拡充等に有効活用する予定であること、また多額の超過負担を余儀なくされてきた特別養護老人ホーム「浅川苑」及び「浅川苑サービスセンター」を民間移譲する英断を下したことは、行革懇談会として改めて評価したい。
また、市税は地方財政の根幹をなすものである。徴収率の向上については、第3次行革実施計画に掲げた目標数値の達成を目指し、引き続き努力されたい。特に滞納分については、現年度分であると過年度分であるとを問わず、税負担の公平性の観点から積極的かつ継続的に納税交渉を行い、徴収率のもう一段の改善に向けて努力されたい。
日野市は現時点において、自治体財政健全化法の求める｢実質赤字比率｣｢連結実質赤字比率｣「実質公債費比率」の3つのフロー指標はクリアできているとのことであるが、ストック指標である「将来負担比率」もクリアできるように、しっかりと対応されたい。
いずれにせよ、市民本位の市政運営に引き続き尽力され、庁内一丸となって行財政改革を推進していかれるよう切に要望するものである。
今期行財政改革推進懇談会の開催経過
	日　　程
	主　な　議　題

	平成18年11月21日（火）
	・委嘱状交付　・会長選出　・第3次行革の概要

	平成19年3月26日（月）
	・第3次行革実施計画の概要
・平成17・18年度行革実績報告
・平成19年度の懇談会の進め方

	平成19年5月25日（金）
	・平成19年度管理項目の選定及び進行管理の方法

	平成19年10月17日（水）
	・平成19年度行革の進捗状況及び行政評価の結果(報告)

	平成20年2月21日（木）
	・新子ども人口推計　・病院経営の健全化　・人材育成
・高齢者関係経費　　・懇談会報告書

	平成20年3月27日（木）
	・懇談会報告書


今期行財政改革推進懇談会委員名簿
	№
	氏　　　名
	備　　　　　考

	１
	ｻｶｲ　　　　ﾀｹｼ
	公募市民
	

	
	酒井　　　烈
	
	

	２
	ｼｮｳﾀﾞ　ｼﾞｭﾝｲﾁﾛｳ
	公募市民
	

	
	庄田　純一郎
	
	

	３
	ｽｷﾞｻｷ　　　ｺｳｲﾁ
	選任（推薦枠）
	

	
	杉﨑　　耕一
	
	

	４
	ｽﾐｶﾜ　　　ﾀｹｼ
	有識者
	会長

	
	住川　　　健
	
	

	５
	ｾｷｸﾞﾁ　　　ﾖｳｲﾁ
	公募市民
	

	
	関口　　洋一
	
	

	６
	ﾀｹｲ　　　ﾓﾄﾌﾐ
	有識者
	

	
	武井　　素文
	
	

	７
	ﾌﾙﾔ　　　ﾀｹﾏｻ
	選任（推薦枠）
	

	
	古屋　　武雅
	
	


※敬称略、50音順。

日野市行財政改革推進懇談会設置要綱
平成11年9月1日制定

（設置）
第１条　社会経済構造の急激な変化に対応して、適正かつ効率的な市政の推進を図るために、日野市行財政改革推進懇談会（以下「行革懇談会」という。）を設置する。

（所掌事項）
第２条　行革懇談会は、次の各号に掲げる事項について自由に討議し、意見交換を行い必要に応じて市長に報告する。

(1)　第３次日野市行財政改革大綱の推進に必要な事項

(2)　行政評価システムに関する事項

(3)　前２号に掲げるもののほか、行財政改革推進に関する事項

（組織）
第３条　行革懇談会は、市長が選任する者(以下「委員」という。)７人以内をもって組織する。

２　行革懇談会に会長を置く。

３　会長は行革懇談会を代表し、会務を総括する。

４　会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委員がその職務を代理する。

（任期）
第４条　委員の任期は、選任した日から２年とし、再任は妨げない。

（会議）
第５条　行革懇談会は、市長の求めに応じ会長が招集し、会長が会議の座長を務める。

２　会長は、必要に応じて関係者の出席を求めて、その意見を聴くことができる。

（謝礼）
第６条　委員が行革懇談会の会議に出席したときは、謝礼を支払うものとする。

（事務局）
第７条　行革懇談会の事務局は、企画部行政管理チームに置く。

（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、行革懇談会に必要な事項は、市長が別に定める。

付　則（略）
	第3次日野市行財政改革大綱・
集中改革プラン実施計画
進行管理・評価に関する報告書
平成20年（2008年）3月

日野市行財政改革推進懇談会

【事務局】

日野市企画部行政管理チーム

〒191-8686　東京都日野市神明1－12－1

電　話　042-585-1111（代）内線4402

ＦＡＸ　042-581-2516

Ｅメール　tokku@city.hino.lg.jp
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